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市民運動の公共性軸とエリート対抗性軸による 4 分類    （本論文 表 1-1） 
 
｜   エリート指導型    ｜   エリート対抗型 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
共同体的公共性 ｜①共同体的なエリート指導型 ｜②共同体的なエリート対抗型 
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 








































て、WHOコード(母乳代用品の販売流通に関する国際基準(The International Code of Marketing 
of Breastmilk Substitutes)をめぐる世論・政策決定へのアプローチの事例が取り上げられる。
国際消費者機構（International Organization of Consumer Union）は、先進工業国の消費者団体
の情報交換組織として設立されたが、開発途上国の消費者を支援する中でその性格を変え、
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とを洞察したスコッチポルの研究(Diminished Democracy: From Membership to Management 
in American Civic Life, 2003)とも比較しうるものである。 
特に、小林氏は国際、国内 NGOの実務者として長年活動し、市民社会組織セクター内で、
また対行政、対国際社会で労苦を経験してきたことから、その対象に肉薄しつつ、政治学
的学問性を兼ね備えた、他の研究者になしえない研究を展開することが期待される。 
